
新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金交付要綱 

第１ 趣旨 

知事は、新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる感染拡大防止や医療提供体制の整備等を

行うため、新型コロナウイルス感染症対策事業を行う医療機関等に対し、予算の範囲内において、補助金を交付

するものとし、その交付に関しては、静岡県補助金等交付規則（昭和31年静岡県規則第47号）及びこの要綱の

定めるところによる。 

第２ 定義 

この要綱において、「新型コロナウイルス感染症対策事業」とは、次に掲げる事業をいう。 

  ア 新型コロナウイルス感染症患者等病床確保等事業 

  イ 新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関設備整備事業 

  ウ 帰国者・接触者外来等設備整備事業 

  エ 感染症検査機関等設備整備事業 

  オ 医療機関等に対する継続再開支援事業 

  カ 地域外来・検査センター設備整備助成事業 

  キ 新型コロナウイルス感染症重点医療機関体制整備事業 

ク 新型コロナウイルス感染症重点医療機関等設備整備事業 

ケ 新型コロナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医療体制確保事業 

 

第３ 補助の対象及び補助額 

 (1) 補助の対象及び補助額は、別表１及び別表２のとおりとする。 

 (２) 別表１及び別表２に掲げる事業のうち、既に完了したものであっても、補助の対象とすべき特別な理由があ

ると知事が認めたものにあっては、補助の対象とし、その補助額は同表のとおりとする。この場合において、

第５の(1)及び(2)、第６から第８の規定は適用せず、第４の(1)ウ中「事業計画書」とあるのは「事業実績書」

と、第４の(1)エ中「収支予算書」とあるのは「収支決算書」と、第９の(2)中「補助金交付確定通知書」とあ

るのは「補助金交付決定通知書」と読み替えるものとする。 

第４ 交付の申請 

 (1) 提出書類 各１部 

  ア 交付申請書（様式第１号） 

  イ 経費所要額内訳書（様式第２号） 

  ウ 事業計画書（様式第３号） 

  エ 収支予算書（様式第４号） 

  オ 資金状況調べ（様式第５号）※概算払をする場合 

  カ 収入支出予算書の抄本（市町にあっては、歳入歳出予算書の抄本） 

  キ 特例補助申請理由書(様式第６号)(第3の(2)の規定により既に完了した事業について補助金の交付を申請

する場合に限る。) 

  ク その他参考となる書類 

 (２) 提出期限 

別に定める日まで 

第５ 交付の条件 

   次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。 

 (1) 次のいずれかに該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならないこと｡ 



  ア 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合 

イ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

 (2) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知

事に報告してその指示を受けなければならないこと。 

 (3) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の

増加した価格が単価50万円以上の機械及び器具等については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律施行令（昭和30年政令第255号）第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過す

るまで、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に

供し、取壊し又は廃棄してはならないこと。 

 (4) 知事の承認を受けて(3)の財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に

納付させることがあること。 

 (5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意を

もって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならないこと。 

 (6) 市町の場合は、補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした様式第12号による調書を作成する

とともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を事業完了の日（事業

の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかな

ければならないこと。又、市町以外の場合は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなけ

ればならないこと。 

第６ 軽微な変更 

  第５の(1)のアに定める軽微な変更とは、別表１及び別表２の１事業の区分の欄に掲げる事業ごとの事業費の額

の20パーセント以内の増減をいう｡ 

第７ 変更の承認申請 

  提出書類 各１部 

  ア 変更承認申請書（様式第７号） 

  イ 変更経費所要額内訳書（様式第２号） 

  ウ 変更事業計画書（様式第３号） 

  エ 変更収支予算書（様式第４号） 

  オ 変更資金状況調べ（様式第５号）※概算払をする場合 

  カ 変更収入支出予算書の抄本（市町にあっては、歳入歳出予算書の抄本） 

  キ その他参考となる書類 

第８ 実績報告 

 (1) 提出書類 各１部 

  ア 実績報告書（様式第８号） 

  イ 経費精算額内訳書（様式第９号） 

  ウ 事業実績書（様式第３号） 

  エ 収支決算書（様式第４号） 

  オ 収入支出決算見込書の抄本（市町にあっては、歳入歳出決算見込書の抄本） 

  カ その他参考となる書類 

 (２) 提出期限 

   事業完了の日から起算して30日を経過した日（第５(1)のウにより補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場



合には、当該承認の通知が到着した日から起算して30日を経過した日）又は補助金の交付の決定のあった日の

属する年度の翌年度の４月７日のいずれか早い日まで 

第９ 請求の手続 

 (1) 提出書類 １部 

   請求書（様式第10号） 

 (2) 提出期限 

補助金交付確定通知書を受領した日から起算して５日を経過した日まで 

第10 概算払の請求手続 

 (1) 提出書類 各１部 

ア 概算払請求書（様式第10号） 

イ 資金状況調べ（様式第５号） 

 (2) 提出期限 

別に定める日まで 

第11 消費税仕入控除税額等に係る取扱い 

  補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消

費税額として控除できる部分の金額（以下「消費税仕入控除税額」という。）がある場合の取扱いは、次のとおり

とする。 

 (1) 交付の申請における消費税仕入控除税額等の減額 

   当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226

号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合計額に補助金所要額を補助対象経費で除して得た率を

乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを補助金所要額から減額して交付の申請をすること。

ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない場合は、この限りでない。 

 (2) 実績報告における消費税仕入控除税額等の減額 

   実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合には、そ

の金額（(1)により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金額から減額し

て報告すること。 

 (3) 消費税仕入控除税額等の確定に伴う補助金の返還 

   (2)に定める実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税

仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（(1)又は(2)により減額したものについては、その金額が減じた

額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等報告書（様式第11号）により速やかに知事に報告するととも

に、知事の返還命令を受けてこれを県に返還しなければならないこと。 

   附 則 

この要綱は、令和２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和２年６月30日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この改正は、令和２年８月24日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この改正は、令和２年９月25日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 



別表１ 

１ 事業の区分 ２ 対象者 ３ 基準額 

新型コロナウイ

ルス感染症患者

等病床確保等事

業 

令和２年２月９日付け厚生労働省健

康局結核感染症課事務連絡「新型コ

ロナウイルス感染症患者等の入院病

床の確保について（依頼）」等に基づ

き、新型コロナウイルス感染症患者

等を入院させる医療機関又は令和２

年６月16日付け厚生労働省健康局結

核感染症課事務連絡「新型コロナウ

イルス感染症重点医療機関及び新型

コロナウイルス感染症疑い患者受入

協力医療機関について」に基づき、

県が「新型コロナウイルス感染症疑

い患者受入協力医療機関」に指定し

た医療機関 

次により算出された額の合計額 

稼働病床の病床確保料の上限額 

新型コロナウイルス感染症患者等を入院させる医療機関 

(1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり97,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) 重症患者又は中等症患者を受け入れ、酸素投与及び 

 呼吸モニタリングなどが可能な病床を確保する場合 

 １床当たり41,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 上記以外の場合 

 １床当たり32,000円×知事が必要と認めた日数 

 

新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協力医療機関

に指定した医療機関のうち疑い患者用病床 

 (1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり301,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) ＨＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり211,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 上記以外の場合 

 １床当たり52,000円×知事が必要と認めた日数 

 

休止病床の病床確保料の上限額 

(1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり301,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) ＨＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり211,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 療養病床を確保する場合 

 １床当たり16,000円×知事が必要と認めた日数 

(4) 上記以外の場合 

 １床当たり52,000円×知事が必要と認めた日数 

新型コロナウイル

ス感染症重点医療

機関体制整備事業 
 

令和２年６月16日付け厚生労働省健

康局結核感染症課事務連絡「新型コ

ロナウイルス感染症重点医療機関及

び新型コロナウイルス感染症疑い患

者受入協力医療機関について」に基

づき、県が「新型コロナウイルス感

染症重点医療機関」に指定した医療

機関 

次により算出された額の合計額 

重点医療機関である特定機能病院等 

稼働病床の病床確保料の上限額 

(1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり436,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) ＨＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり211,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 上記以外の場合 

 １床当たり74,000円×知事が必要と認めた日数 

 

休止病床の病床確保料の上限額 

(1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり436,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) ＨＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり211,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 療養病床を確保する場合 

 １床当たり16,000円×知事が必要と認めた日数 

 



(4) 上記以外の場合 

 １床当たり74,000円×知事が必要と認めた日数 

 

重点医療機関である一般病院 

稼働病床の病床確保料の上限額 

(1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり301,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) ＨＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり211,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 上記以外の場合 

 １床当たり71,000円×知事が必要と認めた日数 

 

休止病床の病床確保料の上限額 

(1) ＩＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり301,000円×知事が必要と認めた日数 

(2) ＨＣＵ内の病床を確保する場合 

 １床当たり211,000円×知事が必要と認めた日数 

(3) 療養病床を確保する場合 

 １床当たり16,000円×知事が必要と認めた日数 

(4) 上記以外の場合 

 １床当たり71,000円×知事が必要と認めた日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２ 

１ 事業の区分 ２ 対象者 ３ 基準額 ４ 対象経費 ５ 補助額 

新型コロナウイ

ルス感染症患者

等入院医療機関

設備整備事業 

新型コロナウ

イルス感染症

患者等が発生

した際に患者

への入院医療

を提供する医

療機関（以下

「新型コロナ

ウイルス感染

症患者等入院

医療機関」とい

う。） 

次により算出された額の

合計額 

(1) 初度設備費 

 133,000円×知事が必

要と認めた病床数 

(2) 人工呼吸器及び付帯

する備品 

 5,000,000円×知事が

必要と認めた台数 

(3) 個人防護具 

 3,600円×知事が必要

と認めた人数分 

(4) 簡易陰圧装置 

 4,320,000円×知事が

必要と認めた病床数 

(5) 簡易ベッド 

 51,400円×知事が必要

と認めた台数 

(6) 体外式膜型人工肺及

び付帯する備品 

 21,000,000円×知事が

必要と認めた台数 

(7) 簡易病室及び付帯す

る備品 

知事が必要と認めた額 

新型コロナウイルス

感染症患者等入院医

療機関の設備整備に

必要な需用費（消耗品

費）、使用料及び賃借

料、備品購入費、補助

及び交付金 

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額） 

帰国者・接触者外

来等設備整備事

業 

令和２年２月

１日付け厚生

労働省医政局

地域医療計画

課・厚生労働省

健康局結核感

染症課事務連

絡「新型コロナ

ウイルス感染

症に対応した

医療体制につ

いて」に基づき

設置された帰

国者・接触者外

来及び感染症

専用の外来部

門（以下「帰国

者・接触者外来

等」という。）

を設置する医

療機関 

次により算出された額の

合計額 

(1) HEPAフィルター付空

気清浄機（陰圧対応も可

能なものに限る） 

 １施設当たり905,000

円 

(2) HEPAフィルター付パ

ーティション 

 205,000円×知事が必

要と認めた台数 

(3) 個人防護具 

 3,600円×知事が必要

と認めた人数分 

(4) 簡易ベッド 

 51,400円×知事が必要

と認めた台数 

(5) 簡易診療室及び付帯

する備品 

知事が必要と認めた額 

帰国者・接触者外来等

を設置している医療

機関の設備整備に必

要な使用料及び賃借

料、備品購入費、補助

及び交付金 

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額） 



感染症検査機関

等設備整備事業 

新型コロナウ

イルス感染症

の検査を実施

する医療機関

又は民間検査

機関 

次により算出された額の

合計額 

(1) 次世代シークエンサ

ー 

 知事が必要と認めた額 

(2) リアルタイムＰＣＲ

装置（全自動ＰＣＲ検査

装置を含む） 

 知事が必要と認めた額 

(3) 等温遺伝子増幅装置 

 知事が必要と認めた額 

(4) 全自動化学発光酵素

免疫測定装置 

 知事が必要と認めた額 

新型コロナウイルス

感染症の検査を実施

する機関の設備整備

に必要な使用料及び

賃借料、備品購入費、

補助及び交付金 

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額） 

新型コロナウイ

ルス感染症重点

医療機関等設備

整備事業 

重点医療機関

及び新型コロ

ナウイルス感

染症患者等入

院医療機関の

うち高度な医

療を提供する

医療機関 

次により算出された額の

合計額 

(1) 超音波画像診断装置 

 11,000,000円×知事が

必要と認めた台数 

(2) 血液浄化装置 

 6,600,000円×知事が

必要と認めた台数 

(3) 気管支鏡 

 5,500,000円×知事が

必要と認めた人数分 

(4) ＣＴ撮影装置等（画

像診断支援プログラム

を含む） 

 66,000,000円×知事が

必要と認めた台数 

(5)  生 体 情 報 モ ニ タ 

1,100,000円×知事が必

要と認めた台数 

(6)  分 娩 監 視 装 置 

2,200,000円×知事が

必要と認めた台数 

(7)  新 生 児 モ ニ タ 

1,100,000円×知事が

必要と認めた台数 

 

新型コロナウイルス

感染症重点医療機関

等設備整備に必要な

使用料及び賃借料、備

品購入費、補助 

及び交付金 

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額） 

新型コロナウイ

ルス感染症を疑

う患者受入れの

ための救急・周産

期・小児医療体制

確保事業 

新型コロナウ

イルス感染症

を疑う患者を

診療する医療

機関として県

に登録された

救急医療・周産

期医療・小児医

療のいずれか

次により算出された額の

合計額 

設備整備等事業 

(1) 初度設備費 

 133,000円×知事が必

要と認めた病床数 

(2) 個人防護具 

 3,600円×知事が必要

と認めた人数分 

新型コロナウイルス

感染症を疑う患者受

入れのための救急・周

産期・小児医療体制確

保に必要な賃金、報

酬、謝金、会議費、旅

費、需用費（消耗品費、

印刷製本費、材料費、

光熱水費、燃料費、修

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額



を担う医療機

関 

( 3 ) 簡易陰圧装置 

 4,320,000円×知事が

必要と認めた病床数 

( 4 ) 簡易ベッド 

 51,400円×知事が必要

と認めた台数 

(5) 簡易診察室及び付帯

する備品 

知事が必要と認めた額 
(6) HEPAフィルター付空

気清浄機（陰圧対応も可

能なものに限る） 

 １施設当たり905,000

円 

(7) HEPAフィルター付パ

ーティション 

 205,000円×知事が必

要と認めた台数 

(8) 消毒経費 

 知事が必要と認めた額 

(9) 救急医療を担う医療

機関において、新型コロ

ナウイルス感染症を疑

う患者の診療に要する

備品 

１施設当たり300,000

円 

(10) 周産期医療又は小児

医療を担う医療機関に

おいて、新型コロナウイ

ルス感染症を疑う患者

に使用する保育器１台

当たり1,500,000円×知

事が必要と認めた台数 

 

支援金支給事業 

・99床以下の医療機関

20,000,000円 

・100床以上の医療機関

30,000,000円 

・ 以 降 100 床 ご と に

10,000,000円を上限額に

追加 

・新型コロナウイルス感

染症患者の入院受入れを

割り当てた医療機関に

は、上限額に10,000,000

円を加算 

繕料、医薬材料費）、

役務費（通信運搬費、

手数料、保険料）、委

託料、使用料及び賃借

料、備品購入費、補助

及び交付金 

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額） 



 
医療機関等に対

する継続・再開支

援事業 

新型コロナウ

イルス感染症

患者が発生し

たことにより

休業又は業務

縮小を余儀な

くされた医療

機関若しくは

中学校区に１

件のみ所在す

る薬局（以下

「休業等医療

機関等」とい

う。）で、歯科

診療所を除く

機関 

HEPAフィルター付空気清

浄機 

(1) 医療機関 

 905,000円×知事が必

要と認めた台数（２台を

上限とする） 

(2) 薬局 

 905,000円×１台 

 

休業等医療機関等（歯

科診療所を除く。）に

おける診療若しくは

調剤の継続又は再開

時に必要な需用費（消

耗品費）、委託料、使

用料及び賃借料、備品

購入費、補助及び交付

金 

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額）に、

２分の１を乗じて得た

額 

休業等医療機

関等 

消毒経費 

 １施設当たり600,000

円 

休業等医療機関等に

おける診療若しくは

調剤の継続又は再開

時に必要な需用費（消

耗品費）、委託料、使

用料及び賃借料、備品

購入費、補助及び交付

金 

地域外来・検査セ

ンター設備整備

助成事業 

新型コロナウ

イルス感染症

に係る地域外

来・検査センタ

ーの運営を知

事又は政令市

長から受託又

は受託を予定

している者並

びに設置又は

設置を予定し

ている者 

次により算出された額の

合計額 

(1) 簡易診療室及び付帯

する備品 

 知事が必要と認めた額 

(2) HEPAフィルター付空

気清浄機（陰圧対応も可

能なものに限る） 

 １施設当たり905,000

円 

(3) HEPAフィルター付パ

ーティション 

 205,000円×知事が必

要と認めた台数 

(4) 個人防護具 

 3,600円×知事が必要

と認めた人数分 

(5) 簡易ベッド 

 51,400円×知事が必要

と認めた台数 

地域外来・検査センタ

ーの設備整備に必要

な使用料及び賃借料、

備品購入費、補助及び

交付金 

第３欄に定める基準額

と第４欄に定める対象

経費の実支出額とを比

較して少ない方の額

と、総事業費から当該

事業に係る寄附金その

他の収入額を控除した

額とを比較して少ない

方の額（算出された額

に1,000円未満の端数

が生じた場合は、これ

を切り捨てた額） 
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